
１．防災・減災等の事業を行うための基盤整備に関する目標

大規模自然災害発生時、施設入居者、職員、避難者の人名保護及び健康・避難生活環境を確実に確保するとともに、ライフラインが寸断された状況下において、災害発生後７２時間以上の事業継続を

可能とするため、施設において非常用自家発電設備の更新工事を実施するもの。

エ　高齢者施設等の非常用自家発電設備整備事業

軽費老人ホーム（定
員30人以上）

ケアハウス
やまぶき

平成9年10月28日 平成9年9月24日

災害等における停電に対
し、スプリンクラーなど施
設機能を維持するための
電力供給を確保するもの

5,531 11,550 5,531

特別養護老人ホーム
（定員30人以上）

特別養護老人ホーム
松風園

社会福祉法
人恵泉会

昭和58年4月1日 昭和58年2月3日
災害による停電時に施設
機能を維持するための電
力を確保する

無 33,550 15,241 16,775 15,241

有 23,100

19,172 19,786 19,172

119,321 44,240 59,661 44,240

災害等における停電に対
し、スプリンクラーなど施
設機能を維持するための
電力供給を確保するもの

有 23,100 4,296 11,550 4,296
特別養護老人ホーム
（定員30人以上）

特別養護老人ホーム
えんじゅ

平成9年6月11日 平成9年9月24日

社会福祉法
人伯和会

介護老人保健施設
（定員30人以上）

丸森ロイヤル
ケアセンター

医療法人財
団明理会

平成14年11月12日 平成14年9月24日

当該施設の既存自家発電
設備は消防設備専用であ
り、一般設備は稼働しない
ため、災害発生による停
電時の施設設備の稼働に
懸念がある。これを改善す
るため、一般設備の電源
として非常用自家発電設
備を設置し、７２時間以上
の施設運営を継続を実現
するもの。

無 39,571

施設の種類 施設の名称 設置主体 開設年月日
建物の

竣工年月日

協議対象となる部分の
改築・改修年月日

（該当ある場合のみ記
載）

事業内容
（どのような危険性を改善する

ためのどのような
事業内容か、具体的に明記）

国土強靭化
地域計画へ
の記載

総事業費

対象経費
の実支出
（予定）額
の1/2

交付基準
単価

交付(予定)額

備考

ｃ(ａ、ｂのいず
れか低い額)ａ ｂ

(単位：千円）

軽費老人ホー
ムやまぶきの
非常用自家発
電設備整備事
業と同一事業
だが、１つの
非常用自家発
電設備の更新
工事となるた
め、面積比等
により按分し
ている。

指定都市・中核市名

防災・減災等都道府県事業整備計画書

計画名称 宮城県防災・減災等事業整備計画

都道府県名 宮城県


